
　　このたび、千葉市の財政情報を皆様に分かりやすくお知らせするため、令和３年度決算に係る財務書類４表を作成しました。

　　千葉市では、平成27年度決算までは「基準モデル」、平成28年度決算からは、国の要請を受け、「統一的な基準」に基づき財務書類を作成しています。
    なお、本資料の数値は、連結ベース（一般会計、14特別会計、3企業会計に加え、15外郭団体等（市と連携して行政サービスを実施している関係団体等）を合わせたもの）で表しています。

　

１　貸借対照表　（令和4年3月31日現在） ３　純資産変動計算書　（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

　基準日時点で市が保有する財産の状況（資産、負債及び純資産の残高）を表しています。 　純資産の１年間の増減を表しています。

２　行政コスト計算書　（令和3年4月1日～令和4年3月31日） ４　資金収支計算書　（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

　１年間の行政活動のうち、福祉活動など資産形成に結びつかない行政サービスに係る費用と､その行政 　資金（現金預金など）の1年間の増減を、性質の異なる3つの区分毎に表しています。

サービスの直接の対価として得られた収入の状況を表しています。

（単位：億円）

連結 連結
１　業務費用 3,382
　（１）人件費(職員給与費､賞与引当繰入額など) 1,207

　（２）物件費等(委託料､資産の減価償却費など) 1,983 経 常 収 益 合 計 654

　（３）その他の業務費用(地方債利息など) 192 【 臨 時 利 益 】 7

２　移転費用(補助金、社会保障給付費など) 3,807

経 常 費 用 合 計 7,189

【 臨 時 損 失 】 14

【 純 行 政 コ ス ト 】 6,542

【 経 常 費 用 】 【 経 常 収 益 】

使用料及び手数料など 405

連結 連結

１　固定資産 27,173 １　固定負債 12,282

　（１）有形固定資産 26,540 　（１）地方債等（償還期限1年を超えるもの） 9,780

　　①事業用資産（庁舎、学校、福祉施設など） 9,800 　（２）退職手当引当金 637

　　②インフラ資産（道路､公園､下水道施設など） 16,244 　（３）その他 1,865

　　③物品 496 ２　流動負債 1,335

　（２）無形固定資産（ソフトウェアなど） 273 　（１）１年以内償還予定地方債等 1,052

　（３）投資その他の資産(有価証券、出資金など) 360 　（２）賞与等引当金 66

２　流動資産 1,677 　（３）その他 217

　（１）現金預金 353 負 債 合 計 13,617

　（２）基金（財政調整基金・減債基金） 1,190

　（３）その他 134

資 産 合 計 28,850 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,850

【 純 資 産 の 部 】 15,233

（単位：億円）

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

千葉市の財務書類４表（令和３年度決算）の概要

○ 資産・負債・純資産及び純行政コスト

資産：2兆8,850億円(対前年比 25億円減) 負債：1兆3,617億円(同 40億円減) 純資産：1兆5,233億円(同 15億円増)

純行政コスト：6,542億円(同 686億円減)

○ 資産に対する純資産の比率（将来世代の負担義務のない部分の割合）：53％(同 増減なし)

千葉市の財務書類のポイント

3兆円程度保有しており、うち94％が庁舎、学校、道路などの固定資産となっています。

ポイント①：資産

1兆4千億円程度あり、

うち72％が地方債とな

っています。

ポイント②：負債

1兆5千億円程度あり、

資産に対する純資産の

比率は53％となっています。

ポイント③：純資産

経常費用(＋臨時損失)と経常収益(＋臨時利益)の差が

純行政コストです。

6,500億円程度となり､税収等で賄うことなります。

令和3年度は新型コロナウイルス感染症対策経費などが増加して

いるものの、前年度に実施した特別定額給付金の影響などにより、

700億円程度減少しました。

ポイント②：純行政コスト

連結
業務活動収支　A 366

１　業務支出（人件費、扶助費、補助金など） 6,567
２　業務収入（税収入、国県支出金、使用料・手数料など） 6,932
３　臨時支出（災害復旧事業費など） 3
４　臨時収入（資産売却益など） 4

投資活動収支　B △ 334
１　投資活動支出（公有財産購入費、貸付金など） 910
２　投資活動収入（固定資産売却収入、貸付金元利収入など） 576

財務活動収支　C △ 39
１　財務活動支出（公債元金・利子償還金など） 1,072
２　財務活動収入（公債発行収入など） 1,033

△ 7
前年度末資金残高　          ② 270
比例連結割合変更に伴う差額　③ 0

263
90

353本年度末現金預金残高　　 ⑥（④＋⑤）

（単位：億円）

本年度資金収支額　          ①（A＋B＋C）

本年度末資金残高　          ④（①＋②＋③）
本年度末歳計外現金残高　⑤

経常費用の半分以上を社会保障給付費

などの移転費用が占めています。

少子超高齢化の進展に伴い、

社会保障給付費が増加傾向となっています。

ポイント①：経常費用

令和5年3月
作成:財政課

（単位：億円）

連結

　　　　　【前年度末純資産残高】　　① 15,218

　１　純行政コスト（△） △ 6,542

　２　財源 6,457

　　　　税収等 3,682

　　　　国県等補助金 2,775

　３　本年度収支差額（１＋２） △ 85

　４　資産評価差額等 100

　　　　　【本年度純資産変動額】　②（３＋４） 15

　　　　　【本年度末純資産残高】　③（①＋②） 15,233


